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1　はじめに 
　本稿の課題は、マクロ経済学のいわゆる投資乗数論について、マルクスが

『資本論』で展開した国民経済の経済循環把握の理論である再生産論との同

一性と差異という視点から、基礎的な検討を行うことである。

　その場合、投資乗数論とは、投資とそれによる所得増加との関係把握に関

する理論なのだから、投資乗数論の検討において基づくべきマルクス再生産

再生産論と投資乗数論（上）

寺　田　隆　至
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論とは、直接には、「蓄積または拡大された規模での再生産」1、すなわち、

拡大再生産論である。ただし、拡大再生産はその一部に単純再生産を含み、

単純再生産の考察は拡大再生産の考察の基礎となる。

　ところで、川上［2009］が、「乗数効果の原理とは、国民経済が「生産→

所得→支出（→生産）」という循環構造をもつことに基づいて立てられる命題」

であると述べるように2、一般に乗数効果の理論は3、国民所得の「三面等価

原則」を要点とする、マクロ経済学における国民経済の循環把握の理論＝国

民所得論を前提としている。したがって、上の課題を果たすためには、国民

所得論を、マルクスの再生産論に基づいて評価しておくことが前提的に必要

になる。

　ただし、その評価のためには、一国の生産活動の成果を各財・サービスの

生産額から原材料等の中間生産物の投入額を除いた粗付加価値とし、その生

産・分配・支出で経済循環を捉える国民所得論の把握形式との同一性をマル

クス再生産論において確保することが必要となる。

　そして、この同一性の確保は、マルクス再生産論の考察が基づいている再

生産＝国民経済の循環の把握形式である、第Ⅰ部門（生産手段生産部門）と

第Ⅱ部門（生活手段＝消費財生産部門）で構成される再生産表式について、

その第Ⅰ部門を、中間財（原材料等の労働対象）生産部門と資本財（機械等

の労働手段）生産部門に分割し、これに伴って、生産物の価値構成における

不変資本（生産手段）価値も、中間財価値と資本財価値に分割した三部門四

価値構成の再生産表式に転換することで可能になる。この三部門四価値構成

の再生産表式に基づいて、国民所得論をマルクス再生産論の立場から評価す

る試みを行ったのが寺田[2015]である。

　そこで、以下、本稿は次のような順序で冒頭の課題を追究する。

　まず、寺田［2015］の研究に基づいてマクロ経済学の国民経済の経済循

環把握の理論＝国民所得論の基本原則である「三面等価原則」、及び、投資

乗数論の基礎概念でもある「投資」概念における、マルクス再生産論との差
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異について確認する。

　その上で、投資乗数論について、マルクス再生産論との同一性と差異とい

う観点から考察する。

　そこで行うのは、まず、未利用の原材料や機械・設備、そして労働力が存

在するという状況を前提にした、マルクス拡大再生産論の展開可能性の確認

である。

　すなわち、上述のように、投資乗数論は、国民所得論を理論的な基礎とし

ているが、特に、直接に前提としている理論が、「総生産量が有効需要と呼

ばれる総需要に応じて決定される」4という有効需要論であり、そこには、「価

格調整メカニズムが十分には働かず」5、「労働力や機械・設備といった資源

が十分に利用されないような状況」6が存在しているという現実認識がある。

こうした状況を想定した再生産表式に基づく分析は『資本論』にはないが、

分析のための重要な視点は提示されている。

　そこで、この視点に基づいて、上述の有効需要論の現実認識と同一の状況

におけるマルクス拡大再生産論の試論的展開を試みる。そして、その考察結

果をふまえて、投資乗数論の主張を検討し、両者の差異を明確にする。

　最後に、以上の考察結果をまとめ、今後の検討課題を確認する。

2　再生産論と国民所得論 
2.1　単純再生産論と「三面等価原則」  
　寺田［2015］では、国民所得論の経済循環把握について次のことを指摘

している。

　すなわち、まず、国民経済の循環を、粗付加価値の生産・分配（所得）・

支出が一致する関係として捉えた、いわゆる「三面等価原則」とは、マルク

ス再生産論から明らかになる内容の一部を捉えたものであるということであ

る。

　「一部」であるというのは、国民所得論の「三面等価原則」は、あくまで
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も三面の「価値額」の一致としての「三面等価」であって、マルクスの単純

再生産表式を三部門四価値構成の再生産表式に転換して考察することで明ら

かになる、機能的に規定された財－中間財・資本財・消費財－の需給一致条

件－マルクス再生産論における単純再生産条件（部門間均衡条件）である－

を問わずに、最終生産物への需要項目に「在庫品増加」を置くことで形式的

な一致を確保するものだからである。

　すなわち、［表式１］の三部門四価値構成に転換したマルクスの単純再生

産表式において、

　単純再生産条件（部門間均衡条件）とは次の三条件中の任意の二条件が成

立することである。なお、Ⅰα部門は中間財生産部門で、Ⅰβ部門は資本財

生産部門、また、Ｃａは中間財＝流動不変資本、Ｃｂは資本財＝固定不変資

本、Ｖは可変資本、Ｍは剰余価値である。

　Ⅰα（Ｃｂ＋Ｖ＋Ｍ）＝Ⅰβ（Ｃａ）＋Ⅱ（Ｃａ）

　Ⅰβ（Ｃａ＋Ｖ＋Ｍ）＝Ⅰα（Ｃｂ）＋Ⅱ（Ｃｂ）

　Ⅰα（Ｖ＋Ｍ）＋Ⅰβ（Ｖ＋Ｍ）＝Ⅱ（Ｃａ＋Ｃｂ）

［表式１］　三部門四価値構成の単純再生産表式と「三面等価原則」

 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 剰余　生産物［分配国民所得6000］
 　　　　　　　　 　中間財　資本財　可変資本  価値　 価値　 労働者 資本家
 Ⅰα部門（中間財）1000Ｃａ＋1000Ｃｂ＋ 500Ｖ＋ 500Ｍ＝3000 →  500　 1500
 Ⅰβ部門（資本財）1000Ｃａ＋1000Ｃｂ＋ 500Ｖ＋ 500Ｍ＝3000 →  500　 1500
 Ⅱ 部門 （消費財）1000Ｃａ＋1000Ｃｂ＋ 500Ｖ＋ 500Ｍ＝3000 →  500　 1500
 　　　　　　　　　3000Ｃａ＋3000Ｃｂ＋1500Ｖ＋1500Ｍ＝9000    1500　 4500
 　　　　　　　　　　　　　　［生産国民所得6000］　　　　　　 　　＝1500＋3000
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   　　　↓　　 ↓
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　消費財3000へ　資本財
　　　　　　　　　　　　　　　　　　［支出国民所得6000］　　　　　　　　　3000へ

　　　

⎧
⎨
⎩
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産表式において、単純再生産条件（部門間均衡条件）とは次の三条件中の任意の二条件が成立することである。なお、Ⅰα部門は中間財生産部門で、Ⅰβ部門は資本財生産部門、また、Ｃａは中間財＝流動不変資本、Ｃｂは資本財＝固定不変資本、Ｖは可変資本、Ｍは剰余価値である。



　注�）この表式は、二部門三価値構成の元々のマルクス再生産表式の「Ⅰ部門」（生産手
段生産部門）を、「Ⅰα部門」（中間財生産部門）と「Ⅰβ部門」（資本財生産部
門）に分割し、それにともなって、「Ｃ」（不変資本）を、「Ｃａ」（中間財＝流動
不変資本）と「Ｃｂ」（資本財＝固定不変資本）に分割したものである。

　この三条件の第一の条件が意味するのは、Ⅰα部門が他部門に行うことが

できる中間財供給と、Ⅰβ部門とⅡ部門の中間財需要の合計が一致すること

であり、第二の条件が意味するのは、Ⅰβ部門が他部門に行うことができる

資本財供給が、Ⅰα部門とⅡ部門の資本財需要の合計と一致することであり、

そして、第三の条件が意味するのは、Ⅰα部門とⅠβ部門の消費財需要合計

が、Ⅱ部門が他部門に行うことができる消費財供給と一致することである。

部門間の需給均衡条件であることが明らかである7。

　そして、[表式１]では、この単純再生産（部門間均衡）条件が成立しており、

そして、中間財・消費財・資本財の供給（Ⅰα、Ⅰβ、Ⅱの各部門の生産物

価値3000）と、それへの需要（中間財は全部門の中間財価値の合計3000、

消費財は全部門の労働者と資本家の消費支出合計の3000、資本財は全部門

の資本家の資本財補填のための支出合計の3000）が一致し、同時に、国民

所得論が定式化する、全部門の粗付加価値額（生産国民所得）と、その労働

者と資本家への所得の分配（分配国民所得）、そして、この所得の消費財と

資本財という最終生産物への支出（支出国民所得）も一致している。

　しかし、国民所得論の「三面等価原則」では、中間財については、「期間

中に生産過程に投入された」8ものと定義されることで需給不一致が排除さ

れ9－不一致部分は「在庫投資」とされて、最終生産物の需要項目の「在庫

品増加」に含められる－、また、最終生産物の消費財と資本財についても、

需給不一致部分はやはり「在庫品増加」に含められることで排除される。す

なわち、最終生産物への需要項目に「在庫品増加」を置くことで、中間財・

資本財・消費財のいずれにおいても、その需給不一致の有無に関わらず、三

面の「価値額」が一致するものになっている。そして、資本財と消費財のそ
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れぞれの需給一致を伴わない最終生産物総額とそれへの支出額の一致が、「総

供給」と「総需要」の一致である。

2.2　拡大再生産論と「投資」概念  
　また、寺田［2015］では、マルクスの拡大再生産表式を、やはり、三部

門四価値構成の表式に転換して、拡大再生産のプロセスと条件について考察

している。考察結果の要点は以下の通りである。

　まず、拡大再生産過程は、「ある程度の手持ち貨幣が、どのような事情が

あっても…資本家の手中にある」10ことが前提される各部門の資本家が、剰

余価値としての貨幣をすべて消費支出に向けるのでなく、その一部を蓄積に、

すなわち、既に存在が前提されている単純再生産に必要な量を超える余剰生

産手段（中間財・資本財）、及び、追加の労働力（追加労働者）の購入に向

けることで開始される。なお、下の［表式２］では、中間財については、全

部門の縦の中間財価値の合計2750に対して、中間財供給は生産物価値3000

だから250が余剰中間財であり、資本財については、同様に、全部門の縦の

資本財価値の合計2750に対して、資本財供給は生産物価値3000だから250

が余剰資本財である、

［表式２］三部門四価値構成の拡大再生産の出発表式

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　剰余    生産物     
　　　　　　　中間財  資本財  可変資本　価値     価値    
　Ⅰα部門　 1000Ｃａ＋1000Ｃｂ＋ 500Ｖ＋ 500Ｍ ＝ 3000
　Ⅰβ部門   1000Ｃａ＋1000Ｃｂ＋ 500Ｖ＋ 500Ｍ ＝ 3000
　Ⅱ　部門  　750Ｃａ＋ 750Ｃｂ＋ 750Ｖ＋ 750Ｍ ＝ 3000
　　　　　　 2750Ｃａ＋2750Ｃｂ＋1750Ｖ＋1750Ｍ ＝ 9000
　　　　　　　　　　　 ［生産国民所得6250］　　

　　

　そして、各部門の資本家が剰余価値の一部を蓄積に向ける際の支出構成に、
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次のような関係が成立するならば、中間財・資本財・消費財のいずれにおい

ても需給一致が成立しつつ、拡大再生産を可能にする生産資本が形成される。

この関係は拡大再生産における部門間均衡条件である。

　Ⅰα（Ｃｂ＋Ｖ＋ｍｋ＋ｍｃｂ＋ｍｖ）＝Ⅰβ（Ｃａ＋ｍｃａ）＋Ⅱ（Ｃａ＋ｍｃａ）

　Ⅰβ（Ｃａ＋Ｖ＋ｍｋ＋ｍｃａ＋ｍｖ）＝Ⅰα（Ｃｂ＋ｍｃｂ）＋Ⅱ（Ｃｂ＋ｍｃｂ）

　Ⅰα（Ｖ＋ｍｋ＋ｍｖ）＋Ⅰβ（Ｖ＋ｍｋ＋ｍｖ）＝Ⅱ（Ｃａ＋Ｃｂ＋ｍｃａ＋ｍｃｂ）

　注）�「ｍｃａ」、「ｍｃｂ」、「ｍｖ」、「ｍｋ」は、剰余価値のうち、順に、追加中間
財、追加資本財、追加労働力、そして、資本家の個人的消費に向けられる部分。

　この三条件が意味するのは、前節で確認した単純再生産条件と同じである。

すなわち、第一の条件が意味するのは、Ⅰα部門が他部門に行うことができ

る中間財供給と、Ⅰβ部門とⅡ部門の中間財需要の合計が一致することであ

り、第二の条件が意味するのは、Ⅰβ部門が他部門に行うことができる資本

財供給が、Ⅰα部門とⅡ部門の資本財需要の合計と一致することであり、そ

して、第三の条件が意味するのは、Ⅰα部門とⅠβ部門の消費財需要合計が、

Ⅱ部門が他部門に行うことができる消費財供給と一致することである。そし

て、任意の二条件が成立すれば、もう一つの条件も成立する11。

　また、上の条件において、Ⅰα（Ｃｂ＋ｍｃｂ）＝Ⅰβ（Ｃａ＋ｍｃａ）

が成立するならば、Ⅰα（Ｖ＋ｍｋ＋ｍｖ）＝Ⅱ（Ｃａ＋ｍｃａ）、Ⅰβ（Ｖ

＋ｍｋ＋ｍｖ）＝Ⅱ（Ｃｂ＋ｍｃｂ）となる。上の［表式３］は、このⅠα

（Ｃｂ＋ｍｃｂ）＝Ⅰβ（Ｃａ＋ｍｃａ）が成立している場合の例である。

　なお、寺田[2015]では、以上の拡大再生産における部門間均衡条件の第

一と第二の条件で、一部、ｍｃａ及びｍｃｂを欠落させる大きな誤りがあっ

た12。訂正しておきたい。

　そして、［表式２］のⅠα・Ⅰβ部門の資本家が、剰余価値の50％を蓄積

に向けて支出し（＝蓄積率50％）、この支出と対応する形で、Ⅱ部門の資本
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家も拡大再生産向けに剰余価値を支出する場合における、上の条件を満たす

剰余価値の支出構成は次のようになる。

［表式３］三部門四価値構成の表式による拡大再生産向けの支出構成

　　　　　 中間財　 資本財  可変資本   　剰    　余    　価     　値
　Ⅰα部門 1000Ｃａ＋1000Ｃｂ＋ 500Ｖ＋ 250ｍｋ＋100ｍｃａ＋100ｍｃｂ＋ 50ｍｖ＝3000
　Ⅰβ部門 1000Ｃａ＋1000Ｃｂ＋ 500Ｖ＋ 250ｍｋ＋100ｍｃａ＋100ｍｃｂ＋ 50ｍｖ＝3000
　Ⅱ　部門　750Ｃａ＋ 750Ｃｂ＋ 750Ｖ＋ 600ｍｋ＋ 50ｍｃａ＋ 50ｍｃｂ＋ 50ｍｖ＝3000
　　　　　 2750Ｃａ＋2750Ｃｂ＋1750Ｖ＋1100ｍｋ＋250ｍｃａ＋250ｍｃｂ＋150ｍｖ＝9000
　　　　　　　　　　　　　　　　［生産国民所得6250］

　

　さて、こうして、資本家が剰余価値としての貨幣の一部を蓄積に向けた結

果として価値実現された追加の中間財・資本財・労働力が、各部門の生産の

場に用意されて生産資本となり、実際に拡大再生産が可能になる局面では、

各部門の「中間財＋資本財＋可変資本＋資本家の消費支出」の構成は次のよ

うになる。

［表式４］�三部門四価値構成の「拡大再生産のために変更された表式」と所

得の支出先

　　　　　 　　　　　　　　　可変   資本家の       ［分配国民所得6000］
　　　　  中間財　 資本財　　資本　 消費支出          労働者　資本家     
Ⅰα部門  1100Ｃａ＋1100Ｃｂ＋ 550Ｖ＋ 250ｍｋ ＝3000 →　550　　1350
Ⅰβ部門  1100Ｃａ＋1100Ｃｂ＋ 550Ｖ＋ 250ｍｋ ＝3000 →　550　　1350
Ⅱ　部門　 800Ｃａ＋ 800Ｃｂ＋ 800Ｖ＋ 600ｍｋ ＝3000 →　800　　1400
　　　　　3000Ｃａ＋3000Ｃｂ＋1900Ｖ＋1100ｍｋ ＝9000 　 1900　　4100
　　　　　　　　　　　［生産国民所得6000］　　　　　　　　　＝ 1100＋3000
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　↓　　↓
　　　　　　　　　　　　　　　　［支出国民所得6000］　消費財3000へ　資本財3000へ

　この表式では、先に、三部門四価値構成の単純再生産表式で確認した、Ⅰ
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α（Ｃｂ）＝Ⅰβ（Ｃａ）が成立する場合の単純再生産条件が成立している。

すなわち、Ⅰα（Ｖ＋ｍｋ）＝Ⅱ（Ｃａ）とⅠβ（Ｖ＋ｍｋ）＝Ⅱ（Ｃｂ）

という条件である。

　このことが意味するのは、拡大再生産は、常に、「拡大された規模の単純

再生産」として行われるのであり、この「拡大された規模の単純再生産」が

可能になる局面では、単純再生産過程と全く同様の関係が再現するというこ

とである。

　したがって、上の表式において、各部門の年間生産物額から中間投入額を

除いた粗付加価値額の生産・分配・支出の額を集計的に捉えれば、先の［表

式１］と同様に、中間財・資本財・消費財の各財の需給一致を伴った三面の

価値額の一致としての「三面等価」が成立する。そこでは、所得の支出先に、

資本家が行う中間財への支出、そして、可変資本としての労働者への支出は

無く、消費財と資本財への支出が総支出＝総需要として表現される。

　このことと関連して、寺田［2015］では、いわゆる「貯蓄＝投資」論と

される理論を考察する中で、次のことを指摘した。すなわち、「所得－消費」

として定義される「投資」の大きさが、［表式３］と［表式４］で異なるこ

とである。

　［表式３］は、資本家が剰余価値を蓄積＝拡大再生産のために支出する局

面で、この局面での「消費」は、以前からの労働者が行う1750Ｖと資本家

自身の1100ｍｋで（追加労働者に支出された150ｍｖはまだ消費に支出さ

れていない）、したがって、「所得－消費」としての「投資」額を計算すれば、

6250－（1750＋1100）＝3400となり、資本財の生産額3000を400上回る。

この400の差は、ここでの「投資」の中に、追加中間財投資250Ｃａと追加

可変資本投資150ｍｖが含まれることで生じている。

　これに対し、追加中間財投資と追加可変資本投資が独立の項目になって

いない［表式４］では、「所得－消費」としての「投資」額を計算すれば、

6000－（1900Ｖ＋1100ｍｋ）＝3000となって、資本財の生産額3000と
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一致する。これは、［表式３］で「投資」に含めた追加中間財投資250Ｃａが、［表

式４］では中間財3000Ｃａに含まれ、そして、同様に、追加可変資本投資

150ｍｖが1900Ｖに含まれて、ともに、「投資」から脱落するためである。

　ところで、国民所得論は、投資を資本財投資と理解する13。この理解は、

国民所得論は、拡大再生産における経済循環を、［表式４］の局面で、すなわち、

「拡大された規模の単純再生産」が可能となり、それ自体としては、単純再

生産過程と全く同様の関係が再現する局面で捉えることと整合的な理解であ

る。

　さて、上の［表式４］にもとづいて実際に拡大再生産が行われれば、次期

には、次のような価値構成で各部門の生産物が供給される（剰余価値率は

100％で、各部門の資本構成は不変とする）。年間生産物は9000から9800

へと増加する。

　なお、この表式でも、単純再生産の規模を超える余剰生産手段（中間財・

資本財）が形成されていることが確認できる。そして、この余剰生産手段に

各部門の資本家がどのように剰余価値を支出すれば、各財の需給一致を伴い

つつ、次の拡大再生産が実現するのか、を明らかにするのは、次期の拡大再

生産過程における課題となる。

［表式５］［表式４］に基づく拡大再生産の結果

　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　剰余　  生産物　　　
　　　　　　中間財　 資本財　可変資本  価値 　  価値
　Ⅰα部門　1100Ｃａ＋1100Ｃｂ＋ 550Ｖ＋ 550Ｍ ＝ 3300
　Ⅰβ部門　1100Ｃａ＋1100Ｃｂ＋ 550Ｖ＋ 550Ｍ ＝ 3300
　Ⅱ　部門　 800Ｃａ＋ 800Ｃｂ＋ 800Ｖ＋ 800Ｍ ＝ 3200
　　　　　　3000Ｃａ＋3000Ｃｂ＋1900Ｖ＋1900Ｍ ＝ 9800

　さて、以上のような、三部門四価値構成の表式に転換したマルクスの拡大

再生産表式に基づく考察結果について確認したいのは、マルクスの拡大再生
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産論は、単純再生産の規模を超える余剰生産手段が既に存在していることを

前提し、この余剰生産手段に、各部門の資本家が、どのように剰余価値を支

出すれば、中間財・資本財・消費財という各財の需給一致（＝商品資本の価

値実現）を伴いつつ、「拡大された規模の単純再生産」が可能になるのか、

という課題を、各部門の蓄積率を明確にしつつ考察しているということであ

る。

3　再生産論と投資乗数論 
3.1　再生産論と投資乗数論の同一性  
　投資乗数理論とは、「投資の増加はそれ自体が有効需要を増加させるばか

りでなく、それによって増加した国民所得が新たな消費を誘発し、結果的に

その１/（１－ｃ）倍の国民所得の増加をもたらす」（ｃは限界消費性向）と

いうものである14。

　すなわち、最初の投資の増加ΔIは、ΔIだけの有効需要の増加をもたら

す（第1ラウンド）が、この有効需要の増加ΔIはそれに相当する国民所得

の増加をもたらすため、ΔIに限界消費性向を掛け合わせたｃΔIの消費の

増加をもたらす（第2ラウンド）。さらに、ｃΔIだけの有効需要の増加が新

たに国民所得を増加させることで、ｃ（ｃΔI）の消費の増加をもたらす。

このような「消費の増加と国民所得の増加のフィードバックは、その後も何

回も何回も繰り返し行われる」15。そして、こうして最終的に増加する有効

需要の額を数学的に計算すれば、前述のように、ΔIの１/（１－ｃ）倍にな

るということである。

　この投資乗数論を再生産論から評価しようとする場合、まず、それぞれの

理論的前提と現実の資本主義経済の認識について確認する必要がある。

　まず、投資乗数論を含む乗数効果論は、「総生産量が有効需要と呼ばれる

総需要に応じて決定される」という「有効需要の原理」を前提としており、

そこには、「価格調整メカニズムが十分には働かず」16、「労働力や機械・設
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備といった資源が十分に利用されないような状況」17が存在しているという

現実認識がある。

　これに対し、再生産論では、拡大再生産論において、前述のように、単純

再生産の規模を超える余剰生産手段が既に存在していることを前提し、この

余剰生産手段に、各部門の資本家がどのように（量・比率）剰余価値を支出

すれば、中間財・資本財・消費財の需給一致を伴いつつ、「拡大された規模

の単純再生産」が可能になるのか、という課題を、各部門の蓄積率を明確に

しつつ、考察している。

　しかし、拡大再生産論において、前述の余剰生産手段の存在が前提される

のは、「貨幣…を生産資本の諸要素に転化させることができるためには、こ

れらの要素が商品として市場で買えるものになっていなければならないから

である」が、「その場合、これらの要素が既製品として買われないで注文で

製造されるものとしても、別に変わりはない」。この場合は、「これらの要素

は、潜勢的には、すなわちこれらの要素の要素においては、すでに存在して

いなければならなかった」ことになる18。

　この「要素の要素」とは、生産資本の諸要素としての生産手段を生産する

ための原材料や機械・設備のことに他ならず、さらに、ここに、生産手段を

生産する労働を行う労働者を含めて考えることもできる19。つまり、未利用

の原材料や機械・設備、そして労働力が存在するという状況を想定できるの

であり、その意味で、投資乗数論の現実認識としての、上述の「資源が十分

に利用されないような状況」は、マルクス拡大再生産の射程に入っている。

　そして、マルクスは、「要素の要素」が存在しているならば、「注文という

起動力」によって「商品の生産が現実に行われる」とし、ここでは、「一方

にある貨幣が他方での拡大再生産を呼び起こす」のだと述べている20。すな

わち、「貨幣を生産資本の諸要素に転化させる」という「投資」が、貨幣の

実際の支出に先行する「注文」として、未利用資源の生産的消費による現実

の生産手段の生産を呼び起こした上で行われるのである。
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　したがって、マルクス拡大再生産は、未利用の原材料や機械・設備、そし

て労働力が存在するという状況における、投資の拡大と拡大再生産＝経済成

長の関係を扱う理論としての展開可能性を持っている。すなわち、投資乗数

論と同一の課題を追究する可能性である。

　次節以降では、この可能性を現実のものにするための基礎的作業を行うが、

その作業に入る前に、投資乗数論には、再生産論の立場から見た場合、課題

設定と「投資」概念の差異に起因するいくつかの基本的な問題があることを

まず確認しておきたい。

3.2　再生産論と投資乗数論の差異  
3.2.1　課題設定と「投資」概念の差異に関わる問題   

　既に述べたように、投資乗数論では、「有効需要を増加させることが失業

や遊休設備の解消に役立つ」21とし、前述のような「投資の増加ΔI」＝「有

効需要の増加」に始まる「消費の増加と国民所得の増加のフィードバック」

の「繰り返し」の結果としての乗数効果が生じるとする。

　しかし、この議論は、寺田［2015］が三部門四価値構成の再生産表式に

基づいて考察したマルクス拡大再生産論と三点において大きく異なる。

　第一に、課題設定と「投資」概念の差異である。

　マルクス拡大生産論においては、余剰生産手段への投資＝投資の増加ΔI

が、各部門の資本家によって、どのように行われることで、中間財・資本財・

消費財という各財の需給一致（＝商品資本の価値実現）を伴いつつ、「拡大

された規模の単純再生産」が可能になるのか、が、各部門の蓄積率を明確に

しつつ、考察されている。したがって、そこでは、余剰生産手段の価値実現、「拡

大された規模の単純再生産」を可能にする生産資本の形成、そして、国民経

済全体のレベルでの中間財・資本財・消費財の需給一致の実現という３課題

が同時に追究される。

　これに対し、投資乗数理論では、国民所得論の投資支出と消費支出という

51



函 大 商 学 論 究　第48輯　第２号

異なる需要項目を前提として、投資の増加ΔIがあれば「それに相当する国

民所得の増加をもたらす」22とするが、そこでは、資本財と消費財の需給一

致（実現）問題は考慮されない。「総生産量が有効需要と呼ばれる総需要に

応じて決定される」23という有効需要論に立脚する結果として、需給一致は

理論的に前提されているからである。

　また、2.2で指摘したように、マクロ経済学・国民所得論における「投資」

とは資本財投資であって－「投資とは、資本ストックを増加させる経済活動

のことをさす」－、中間財投資及び可変資本（労働力）投資は含まれない。

したがって、投資乗数論における「投資の増加ΔI」とは、資本財への投資

の増加のことである。

　しかし、寺田[2015]で指摘したように、投資の増加ΔI＝追加資本財への

投資は、当該部門の資本構成（中間財：資本財：可変資本）に従って、追加

中間財への投資、及び、追加可変資本への投資（追加労働者の調達）を伴う。

これは、「生産」は資本財だけによって行われることはできないのだから至

極当然のことである24。

　そこで、これらの投資が、中間財・資本財・消費財の各部門において、ど

のように行われれば、中間財・資本財・消費財という各財の需給一致を伴っ

て、拡大再生産が可能になるのか、という課題が、各部門の資本家の蓄積率

を明確にしつつ、検討される必要がある。

　その検討を、Ⅰα・Ⅰβ部門の資本家が剰余価値の50％を蓄積に向ける（Ⅱ

部門の資本家は、Ⅰα・Ⅰβ部門の資本家の剰余価値の支出に対応する形で、

剰余価値を拡大再生産のために支出する）という前提で行った結果が［表式

３］であり、それに基づいて、粗付加価値額の生産・分配・支出の集計額の

連関を図式的に表現した経済循環図を作成すると次のようになる。
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　この経済循環図の「蓄」とあるのは「蓄積」、すなわち、拡大再生産のた

めの追加投資によって価値実現される部分である。前述のように、追加投資

は、資本財だけでなく、中間財にも、可変資本（追加労働力）にも行われる。

　まず、資本財への追加投資は、Ⅰα・Ⅰβ・Ⅱ部門の各資本家が行う。そ

の大きさは、注）に示した蓄積向けの剰余価値の支出構成にあるようにⅠα

（100ｍｃｂ）＋Ⅰβ（100ｍｃｂ）＋Ⅱ（50ｍｃｂ）＝250である。

　また、これらの資本財への追加投資に伴い、各部門の資本家は中間財への

追加投資を行う。その大きさは、Ⅰα（100ｍｃａ）＋Ⅰβ（100ｍｃａ）

＋Ⅱ（50ｍｃａ）＝250である。

　そして、さらに、追加可変資本投資として、Ⅰα（50ｍｖ）＋Ⅰβ（50ｍｖ）

＋Ⅱ（50ｍｖ）＝150を追加労働者に支出する。そして、この150が追加

労働者によって消費財の「蓄」部分に支出される。

　さて、上の経済循環図の「蓄」の部分が、資本家の追加投資の総額である

から、マルクス拡大再生産論の考察を前提に、「投資の増加ΔI」とそれによ

る「需要の増加」の関係を言えば、中間財250＋資本財250＋可変資本（労

働力）150＝650の「投資の増加」によって650の「需要の増加」がもたら

されたことになる。
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　ただし、追加する資本投資150は、確かに、労働者全体の消費財支出を

150だけ増加させて、その限りで需要を増加させるが、他方では、資本家の

消費財支出を同じだけ減少させる。マルクス拡大再生産論の考察では、消費

財の供給総額は3000で、余剰生産手段500が前提されるのとは異なって、

余剰消費財は前提されていないからである。したがって、「投資の増加ΔI」

による「需要の増加」の大きさは、余剰生産手段である中間財（250）と資

本財（250）への投資額の合計500となる。

　さらに、［図１］の「蓄積」部分の支出は、項目別の「集計額」としてで

はなく、元々の三部門四価値構成の再生産表式に基づいて「消費支出」と「投

資支出」が貨幣流通によって結びついている取引例の詳細を示せば、次の［図

２］のようになる25。

250 150

250

　すなわち、余剰生産手段である余剰中間財への需要＝貨幣支出250のうち、

100はⅠβ部門の資本家が、追加資本財に支出された貨幣250の一部を追加

中間財の調達のために支出する。また、50は、追加可変資本として支出さ

れて、追加労働者によって賃金から消費財に支出された150の一部を、Ⅱ部

門の資本家が中間財の調達のために支出する。したがって、この重複する部

分を除けば、「需要の増加」は350となる。

　しかし、国民所得論は、2.2で指摘したように、拡大再生産における経済

循環を、［表式４］の局面での粗付加価値額の生産・分配・支出の集計額の
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連関として捉える。すなわち、追加投資によって調達された中間財・資本財・

労働者が生産の場に用意されて、生産資本となり、拡大再生産が可能になっ

た局面である。この［表式４］に基づいて経済循環図を作成すると次の［図

３］となる。

　ところで、既に指摘したように、国民所得論は、中間財を、「期間中に生

産過程に投入されたもの」と定義し、経済循環の把握において、元々貨幣支

出の対象としない。貨幣支出の対象となるのは消費財と資本財であり、それ

ゆえ、消費財への支出と資本財への支出が「総需要」となる。この理解に整

合的なのが［図３］であり、同図では、中間財は、消費財と資本財に投入さ

れるものとしてだけ示されている。

　ただ、［図１］に比べるならば、資本財（Ⅰβ）の中間財価値が1100Ｃ

ａと100増加し、消費財（Ⅱ）のそれが800Ｃａと50増加しており、この

点に追加中間財が投入されたことが示されている（なお、［表式３］では、

Ⅰα部門で100ｍｃａという中間財の追加投資が行われているが、この追加

中間財は、中間財生産部門の生産資本を形成し、他部門に投入されないため

［図３］には示されていない（［図１］も同様）。

　さらに、国民所得論では、労働者の消費財への支出は、資本家が行う可変

資本投資として支出した貨幣が、労働者の賃金として消費財に支出されると

いう関係が捨象されて、消費支出としての側面だけで捉えられる。つまり、

55



函 大 商 学 論 究　第48輯　第２号

可変資本投資は「投資」概念から脱落する。そして、この理解に整合的なの

は、やはり［図３］である。というのは、同図では、労働者は従来からの労

働者と追加労働者の区別がなくなっているからである。こうして、既に述べ

たように、資本財への支出＝資本財投資のみが「投資」となる。すなわち、

上の図では3000である。

　そして、「投資の増加ΔI」の大きさは、資本財支出が前年に比して増加し

た額となる。［図１］で、資本財3000への投資が、更新投資2750と「蓄積」

向けの追加投資250からなることに示されているように、その大きさは250

である。これが、投資乗数論が捉える「投資の増加ΔI」の大きさであり、

投資による「有効需要」の増加額となる。

　すなわち、「投資」が資本財投資に一面化された国民所得論を前提にする

投資乗数論では、「投資の増加ΔI」＝「有効需要の増加」として捉えられる

価値額は、マルクス拡大再生産論の考察を前提に捉えた価値額に比べて、常

に小さくなる。

� 　（以下、次号）

【注】
1� Marx［1885a］s.394、邦訳 485 ページ。
2� 川上［2009］93 ページ。
3� 投資乗数論は、投資の乗数効果についての理論であるが、同様の乗数効果は、消

費や政府支出についても同じだとされる。すなわち、「需要増大という乗数効果
の側面からみれば、投資支出であろうと消費支出であろうと、それらは同じ意味
を持つ」（宮沢 [1967]81 ページ）。福田・照山 [2011] も、「投資乗数」は、「政
府支出乗数とまったく同様の効果」であるとする（174 ページ）。

4� 福田・照山［2011］170 ページ。
5� 福田・照山［2011］170 ページ。�
6� 福田・照山［2011］164 ページ。
7� 寺田［2015］63 ページ。
8� 宮沢［1967］26 ページ。
9� 「中間生産物としての需給不一致は定義上から排除されている」（川口［1977］

26 ページ）。
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10� �Marx［1885b］s.399、邦訳 642 ページ。
11� 　三つの条件を順に①②③とすれば、例えば、①③が成立するならば、次のよう

に②が導かれる。すなわち、①より、Ⅰα（Ｃｂ＋Ｖ＋ｍｋ＋ｍｃｂ＋ｍｖ）－
Ⅰβ（Ｃａ＋ｍｃａ）＝Ⅱ（Ｃａ＋ｍｃａ）であり、これを③に代入すれば、Ⅰ
α（Ｖ＋ｍｋ＋ｍｖ）＋Ⅰβ（Ｖ＋ｍｋ＋ｍｖ）＝Ⅰα（Ｃｂ＋Ｖ＋ｍｋ＋ｍｃ
ｂ＋ｍｖ）－Ⅰβ（Ｃａ＋ｍｃａ）＋Ⅱ（Ｃｂ＋ｍｃｂ）となる。これは、Ⅰα
（Ｖ＋ｍｋ＋ｍｖ）＋Ⅰβ（Ｖ＋ｍｋ＋ｍｖ）－Ⅰα（Ｖ＋ｍｋ＋ｍｖ）＝Ⅰα（Ｃ
ｂ＋ｍｃｂ）－Ⅰβ（Ｃａ＋ｍｃａ）＋Ⅱ（Ｃｂ＋ｍｃｂ）と変形できる。そし
て、ここから②のⅠβ（Ｃａ＋Ｖ＋ｍｋ＋ｍｃａ＋ｍｖ）＝Ⅰα（Ｃｂ＋ｍｃｂ）
＋Ⅱ（Ｃｂ＋ｍｃｂ）が導かれる。

12� 寺田 [2015]45 ～ 46 ページ。
13�「投資とは、資本ストックを増加させる経済活動のことをさす」（福田・照山

[2011]66 ページ）。
14� 福田・照山［2011］175 ページ。
15� 福田・照山［2011］173 ページ。この叙述は、政府支出乗数を説明したものだが、
「政府支出乗数とまったく同様の効果は、投資 Iが増加した場合にも発生する」（同
174 ページ）。

16� 福田・照山［2011］170 ページ。�
17� 福田・照山［2011］164 ページ。
18� Marx［1885a］s.486、邦訳 606 ページ。
19�「資本主義的蓄積は…絶えず、相対的な、すなわち資本の平均的な増殖欲求にとっ

てよけいな、したがって過剰な、または追加的な労働者人口を生み出す」（Marx
［1867］s.658,�邦訳 821 ページ）としたマルクスにとって、未利用の労働力の
存在は自明のことであった。

20� Marx［1885a］s.486、邦訳 606 ページ。
21� 福田・照山［2011］165 ページ。
22� 福田・照山［2011］172 ページ。
23� 福田・照山［2011］170 ページ。
24�「労働過程の単純な諸契機は、合目的的な活動または労働そのものとその対象と

その手段である」（Marx［1867］s.193、邦訳 235 ページ）。
25� �［図１］は、三部門の労働者と資本家が行う貨幣支出を、消費財への「消費支出」と、

資本財への「投資支出」という支出項目ごとに集計したものである。しかし、「消
費支出」と「投資支出」は独立したものでなく、両者は貨幣支出によって結びつ
いている。寺田［2015］では、その例を 41～ 45 ページの拡大再生産表式によっ
て考察し、同 59ページに「蓄積」部分に関わる貨幣流通を示した。
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